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「故人情報」について

• 「要望等としては、開示請求者の利害に関わる場合、当該請求者が開
示に係る個人情報の『本人』でなくても開示されるようにするべきといった
開示請求権者の範囲の拡大を求める意見等が寄せられている。」（「中
間整理」〔以下、ページ数のみで引用する〕9頁）。
• 死者の情報（「故人情報」）を相続人等が開示請求するといった事例が想定さ

れる。

• この点について最近、最高裁の判決があった（後述）。

• 開示請求の場面に限らず、「故人情報」について何らかの規律を行う必
要はないか。
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「故人情報」について

◆最一小判2019年3月18日裁判所HP

• 故人の銀行口座に関する「印鑑届書」を、故人の子で法定相続人である者が、
当該銀行に対して開示請求した事案。
• 一審は開示請求を認めず、他方、控訴審は開示請求を認めた。

• 最高裁は破棄自判し、控訴棄却（開示請求を認めず）。
法の趣旨目的に照らせば、ある情報が特定の個人に関するものとして法２条１項にいう
「個人に関する情報」に当たるか否かは、当該情報の内容と当該個人との関係を個別に検
討して判断すべきものである。
したがって、相続財産についての情報が被相続人に関するものとしてその生前に法２条１

項にいう「個人に関する情報」に当たるものであったとしても、そのことから直ちに、当該情報
が当該相続財産を取得した相続人等に関するものとして上記「個人に関する情報」に当た
るということはできない。
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「ペナルティの在り方」について

• 「検討の方向性」（46-47頁、さらに53頁）では、委員会による指導
等により違法状態が是正されているのが実態である等として、課徴金制
度導入も含めたペナルティ強化に慎重姿勢。

• しかし、以下の疑問がある
• 「指導等により違法状態が是正されているのが実態」と言えるか？

• GDPRに代表される強力なペナルティの背景は何か？

5



「ペナルティの在り方」について
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• 「指導等により違法状態が是正されているのが実態」と
言えるか？
• 一例として、仏CNILでは、2018年に310件の違反調査（う

ち204件が立入調査）が行われ、「指導等」は48件で、9件
につき課徴金が課された（ただし、規律自体がより厳格である
点要注意）。

• GDPRに代表される強力なペナルティの背景は何か？
• 「全世界売上高」を問題にするなど、グローバル企業を射程に

入れている。

• そうだとすれば、この問題は域外適用の問題と関連させて理解
すべきではないか。

CNIL, Rapport annuel 2018, p. 3.



“Case Law”の必要性

• ここで“Case Law”とは、個別事案に対して公的に
示された法解釈を指しているが、法の明確化や発
展にはこれが不可欠。
• ガイドライン等はあくまで一般論で、一定以上の具体性

は持ちにくい。
• また、ガイドライン等を示すか否かは委員会の裁量であり、

また、当事者の主張を踏まえた見解とは限らない。

• 個情法は、その解釈が訴訟で争われる機会が非常
に少ない法律であり、また、委員会が個別事案で
詳しい事実関係や判断理由を示して監督権限を
行使することもない。

• 個別事案を通じた動態的な法発展が望みにくい構
造となっている。
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「個人情報」の範囲について

• 「端末識別子」（38頁）、「クッキー等」（41頁）を個人情報（個人
識別符号）と位置づけるべきかについては、「個人情報の保護を求める
権利」と「実体的不利益」との関係に留意すべき。
• ある情報を、「個人情報」と位置づけることは、「個人情報の保護を求める権利」

の対象に含めることを意味する。

• 「実体的不利益」（差別を受ける、広告が配信される等）については、別途その
行為を規制するという方法も考えうる。

• 「その情報によって何がなされうるか」を考え、どちらのアプローチをとるべきかを考え
る視点が必要ではないか。
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その他

• プロファイリング規制（13頁）については、問題意識は理解しつつ、少なくとも
当面は導入しないことに賛成。
• セグメントに基づく判断がおよそ不当だというわけではない（人間の判断もセグメントに基

づいている）？
• ブラックボックス化との批判←理由付記を求めればよい（人間の判断での理由付記も

「本当の理由」を書いているとは限らない）？
• 不十分な情報に基づくセグメント的判断が問題か→自ずと人によるチェックがなされる？
• 判断の結果が差別的かどうかを問題にするというアプローチもあるか。

• 「利用停止等に関して、個人の権利の範囲を広げる方法について検討する必
要がある」（18頁）
• EUでは、そもそも個人情報の利用について正当な理由を求める原則になっているが、日

本ではそうではないため、同日には論じられないのではないか。

• 「漏えい報告について、法令上明記し、一定の場合について義務付けをする」
こと（24頁）には賛成。
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その他

• 域外適用の問題については、外国当局に委ねることができない場合があ
りうることをどう考えるか。

• 「本人への情報提供の在り方」（54頁）は、実体的不利益（のおそ
れ）が客観的に大きくないのに、「気持ち悪いから利活用に反対」という
傾向を解消していくために重要だと考える。

• 「官民を通じた個人情報の取扱いに関する論点」（56頁）も非常に重
要であり、規律内容や監督体制の不合理な相違を解消する積極的な
取り組みが期待される。
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